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第１章 計画策定の趣旨 （Ｐ７～15） 
 

１ 計画策定の背景と課題 

 超高齢社会の進展により、既に市民の約４人に１人が６５歳以上 

 単身世帯、高齢者のみの世帯、ひとり親世帯などの増加やライフスタイルの変化 

 従来の福祉サービスでは解決が困難な複雑化・複合化する課題の増加 

 新型コロナウイルス感染拡大による生活様式の変化 

 罪を犯した人も、罪を償った後に地域で孤立することなく暮らしていくことができ、 

全ての人々が安心・安全に暮らせる社会の実現 

 誰もが住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができる地 

域包括ケア社会の実現 

 

2 計画の位置付けと性格 

社会福祉法第 107 条に規定する市町村地域福祉計画 

（再犯の防止等の推進に関する法律第８条第１項に規定する地方再犯防止推進計画を包 

含して策定） 

 地域包括ケア社会の実現に向けた行動計画 

 第 10 次厚木市総合計画の個別計画 

 SDGs の推進を図る計画 

 

３ 計画の期間 

令和３（202１）年度から令和５（2023）年度までの３年計画とします。 

 

４ 計画の対象者 

高齢者、障がい者、子ども、若者など、全ての市民を計画の対象者とします。 

 

５ 計画における地域の捉え方 

「地域」…区域を限定せずに、「おおむね市域」という広い範囲を指します。 

「地区」…15 の地区にある地区市民センターごとの区域を指します。 

 

６ 計画の推進体制 

医療、保健、福祉など、様々な分野における有識者からなる「保健福祉審議会」や、活

発な地域福祉活動を展開している「地区地域福祉推進委員会」、地域福祉の推進役として、

誰も排除しない福祉の地域づくりに取り組んでいる「社会福祉協議会」とともに、計画の

推進を図ります。 

また、地域住民や民間事業者、ボランティア団体などとの市民協働により様々な施策に

取り組んでいくとともに、国や県の制度変更等の動向を的確に把握し、本市の施策推進に

いかしていきます。
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第２章 本市の状況 （Ｐ19～39） 
 

1 人口構成 

人口・年齢階層別人口 

 

 

          資料 総務省「国勢調査」(各年) 

令和２（2020）年のみ神奈川県年齢別人口統計調査 

推計については、「厚木市人口ビジョン（令和 3（2021）年 3 月）」 

 

障がい者人口（障害者手帳所持者） 

 
資料 「厚木市障がい者数統計」（各年） 

推計については、「厚木市人口ビジョン（令和 3（2021）年 3 月）」 

             ※ 各年 10 月 1 日現在（平成７（1995）年、平成 12（2000）年は４月１日現在） 

             ※ 障害者手帳は、障がいのある人が取得できる手帳で、一般に身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の総称 

             ※ 障がい者数は、正確な数値を捉えることが不可能なため、それぞれの障害者手帳所持者の合計から重複の人数を除いた数 

             ※ 高齢者数は平成 25（2013）年度からの統計値 

 

２ 地域福祉をめぐる状況 

令和元（2019）年度に実施した調査の結果、浮かび上がった課題、地域福祉に求められ

ている必要な取組などについて検証しました。 

■ あなたが実施したい地域での支え合い活動は何ですか。（回答は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

39,409 
46,239 

61,383 
82,888 

108,955 
145,392 

175,600 
197,283 

208,627 
217,369 

222,403 
224,420 

225,714 

224,536 

224,408 

221,922 
218,655 

215,390 

0 人

50,000 人
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昭和30年
(1955)

昭和35年
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昭和40年
(1965)

昭和45年
(1970)

昭和50年
(1975)

昭和55年
(1980)

昭和60年
(1985)

平成2年
(1990)

平成7年
(1995)

平成12年
(2000)

平成17年
(2005)

平成22年
(2010)

平成27年
(2015)

令和２年
(2020)

令和７年
(2025)

令和12年
(2030)

令和17年
(2035)

令和22年
(2040)

人口総数（年齢不詳含む） 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

3,568 
4,636 

6,046 
7,701 

8,703 9,485 
10,449 

12,466 

4,202 4,332 4,680 5,376 

1.71 
2.13 

2.72 
3.43 

3.86 4.22 
4.66 

5.79 

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

0 人

2,000 人

4,000 人

6,000 人

8,000 人

10,000 人

12,000 人

14,000 人

平成７年

（1995）

平成12年

（2000）

平成17年

（2005）

平成22年

（2010）

平成27年

（2015）

令和２年

（2020）

令和７年

（2025）

令和22年

（2040）

障がい者数 うち高齢者数 人口割合

7.6
10.5

2.1
1.6

14.5
31.1

21.0
10

36.5
8.4

20.6
8.2

9.8
29.1

0% 10% 20% 30% 40%

無回答
わからない

特に手助けをしようと思わない
その他

気軽に行ける自由な居場所づくり
急病などの救急時の手助け

日常会話の相手

悩み事の相談
見守り・安否確認
健康管理の支援

ごみ出しや電球などのちょっとした力仕事

配食サービスの支援
洗濯や食事の準備などの日常的な家事支援

通院、買い物等の外出の手伝い

回答者数：4,339

推計 

  

 推計 
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第３章 計画の目指す姿と全体像 （Ｐ43～47） 
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地域で支え合う 

共生のまち 

基本目標２ 

互いに認め合い、 
一人一人が尊重され、 

地域で安心して 
暮らせるまち 

基本目標 
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施策の方向 
達成された姿 

(目指す姿) 

医療・介護・福祉などの関係機関
や地域につながる支援ネットワーク
があり、安心・安全・快適に生活で
きる包括的な相談支援体制が整って
いる。 

老いること、認知症であること、障が
いがあることに対する理解が深まり、お
互いを尊重し合える関係ができている。 

７ 包括的な相談支援体制の充実 

１ 見守り活動の充実 

地域の誰もが気軽に立ち寄れる憩
いの場所があり、世間話やおしゃべ
りをしながら楽しい時間を過ごすこ
とで、地域とのつながりが強まり、
絆が深まっている。 

「支え手」と「受け手」が固定さ
れない、誰もが役割がある地域づく
りが展開されている。 

関係機関が相互に連携・協力して
支援することにより、一人にさせな
い地域づくりができ、安心・安全・
快適に暮らすことができている。 

全ての人々の人権が尊重され、自分
らしい暮らしをすることができる。 

住民同士が、日頃からのあいさつや
何か気になることがあった時の声掛け
などを通じて、お互いにゆるやかな見
守りをする関係ができている。 

６ 社会参加できる地域づくり 

５ 権利擁護の推進 

４ 老いること・障がいがある
こと等に対する理解の促進 

３ 地域で支え合う人づくり 

２ 地域における居場所づくり 

再犯防止推進計画 
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第４章 施策の展開 （Ｐ50～65） 
 

 

 

 

施策の方向 1 見守り活動の充実 

現状と課題 

 市民意識調査では、地域包括ケア社会の実現に向けて必要と思われる取組について、 

「一人暮らし、高齢者、障がい者、ひとり親などの世帯を見守る体制の充実」が必要 

な取組であると回答した人の割合が最も高い結果になっています。 

 地域で暮らす全ての人々が、それぞれの立場を超えて見守りの主体となることが期 

 待されます。 

主な取組 

１ 地域住民による見守り活動の充実 

 地域住民によるゆるやかな見守り活動の実施 

 日常生活で異常が感じられた際に、速やかに連絡できる相談窓口の周知 

 災害発生時の避難行動に支援を必要とする人に対する支援活動の実施 

２ 民間事業者との地域見守り協定の締結 

 配達業者や検針などを行う民間事業者による地域見守り協定の締結 

施策の方向２ 地域における居場所づくり 

現状と課題 

 市内 15 地区では、地域福祉推進委員会を中心としたミニデイサービス、世代間交 

流事業、子育て支援事業などの地域における居場所づくりが活発に行われています。 

 いつまでも安心して住み慣れた地域で暮らしていくためには、地域の人とつながり 

を持ち、誰もが身近に顔を出せる場所があることが必要です。 

主な取組 

１ 地域住民が主体となった居場所づくりの支援 

 地域住民が日常的に集える居場所づくりの支援 

 地域住民にとって身近な居場所の周知 

２ 地域住民が集える通いの場の開催 

 ミニデイサービスの開催 

 サロンや茶話会などの開催 

 障がいがある人でも気軽に参加しやすい通いの場の開催 

３ 誰もが活躍できる場や機会の創出 

 生きがいや社会参加につながるサークル活動等の充実 

住民の絆が深まり、地域で支え合う共生のまち 基本目標１ 
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施策の方向３ 地域で支え合う人づくり 

現状と課題 

 地域での日頃からの助け合いや支え合いの活動は、地域に住む全ての人々により進 

 めることが重要ですが、その担い手が一部の地域住民に偏ってしまい、その人々への 

負担増加が懸念されます。 

 日頃から地域の中で顔の見える関係を作り、誰もが自分のできる範囲内で参加、協 

 力し合える環境づくりをすることが求められています。 

主な取組 

１ ゆるやかな見守りや居場所づくりに携わる人の支援 

 認知症サポーターの養成 

 子育てアドバイザーの養成 

 民生委員・児童委員活動の負担軽減などの環境づくり 

２ 地域で支え合う仕組みづくりの支援 

 地域住民ができる範囲で支援を行うボランティア活動の推進 

 生活支援コーディネーター体制の充実 

 地域包括支援センターの充実強化 

 障がい者基幹相談支援センター及び障がい者相談支援センターの充実強化 
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施策の方向４ 老いること・障がいがあること等に対する理解の促進 

現状と課題 

 高齢者も障がい者も、地域で自分らしい暮らしを続けることができる社会を実現す 

 るため、地域住民一人一人が老いることや障がいがあることへの理解を深めることが 

重要です。 

 障害福祉サービス利用実態調査では、地域の障がい者に対する理解について、「理解 

があると思う」又は「やや理解があると思う」と回答した障がい者の割合が、50.9％ 

と平成 28（2016）年度の前回調査から 7.6％上昇しています。 

主な取組 

１ 理解を広めるための普及活動の実施 

 「認知症ケアパス」などの配布 

 「看
み

取り」に対する理解を広めるための講演会などの開催 

２ 理解を深めるための啓発活動の実施 

 認知症についての市民普及交流イベント（オレンジフェスタ）の実施 

 地域における世代間交流事業の実施 

 インクルーシブ教育の推進 

施策の方向５ 権利擁護の推進 

現状と課題 

 超高齢社会の進展に伴い、認知症高齢者の増加が見込まれる中、判断能力の不十分な 

状態になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、虐待の防止や高齢者の権利を 

守る取組の必要性が高まっています。 

主な取組 

１ 権利擁護に関する相談窓口の充実 

 成年後見制度の総合的な相談、高齢者や障がい者の虐待などの相談支援を行う権利 

擁護支援センターの機能充実 

２ 高齢者、障がい者、子どもなどの虐待防止 

 高齢者、障がい者虐待防止ネットワークの推進 

 児童相談所との連携強化 

３ 成年後見制度の理解促進 

 地域住民への周知啓発 

 法人後見受任体制の構築 

  

互いに認め合い、一人一人が尊重され、地域で安心して暮らせるまち 基本目標 2 
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施策の方向６ 社会参加できる地域づくり  【再犯防止推進計画】 

現状と課題 

 これまでの福祉制度は、高齢者や障がい者、子どもなどを対象として、個別の分野ご 

  とに展開されてきましたが、近年は、経済的な問題や社会的な孤立、日常生活に関する 

  問題などが複合的に絡み合い、生活に困窮しているケースが多く見受けられます。 

   こうした課題を抱えている人に対しては、これまでの福祉サービスを活用しながら、 

  地域のつながりや支え合いの中で、支援につなげることが求められています。 

 法務省「令和元年度版再犯防止推進白書」によると、出所後２年以内に刑務所に再び 

  入所する割合は、高齢者が全世代の中で最も高いほか、出所後５年以内に再び刑務所に 

  入所した高齢者のうち、約４割が出所後６か月未満という短い期間で再犯に至っています。 

主な取組 

１ 様々な課題を抱えた支援を必要とする人への支援 

 自立に向けた相談支援事業の実施 

 生活困窮者世帯の子どもを対象とした学習支援事業の実施と教育委員会との連携 

2 住み慣れた地域で暮らすための安心・安全・快適な生活環境の整備 

 交通手段の利便性向上 

 スーパー、コンビニ、診療所などの生活利便施設の誘導 

３ 関係機関と連携した再犯防止対策への取組    

 保護司などの民間協力者や関係機関と連携した、犯罪や非行の未然防止のための広 

報啓発活動の実施 

 地域住民が一丸となった社会を明るくする運動の実施 

 体感治安不安感の改善に向けた市民協働によるセーフコミュニティ活動の実施 

施策の方向７ 包括的な相談支援体制の充実 

現状と課題 

 可能な限り在宅で暮らし続けるためには、地域社会とのつながりが実感できるととも 

に、地域住民による相互の取組のほか、医療・介護・福祉の専門職などの多様な機関の 

連携によって地域全体で支える仕組みを構築することが必要です。 

主な取組 

１ 課題解決に向けた相談支援体制づくり 

 民生委員・児童委員等による地域の福祉ニーズの把握と福祉サービスなどにつなげ 

 る活動の活性化 

 地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対する包括的な支援体制の構築 

 顔の見える関係づくりを進める研修会の開催 

２ 多職種（医療・介護・福祉）の連携強化を始め、様々な業種の協働の推進 

 在宅医療・介護・福祉・生活支援に携わる人材の育成・確保 

 在宅や施設での看取りの推進 
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第５章 施策の進捗を測る指標 （Ｐ69～71） 
 

 本計画で位置付けた七つの施策の進捗を測る指標は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

進捗管理項目 
現状値 計画目標値 

R 元 

(2019)年度 

R3 

(2021)年度 

R４ 

(2022)年度 

Ｒ５ 

(2023)年度 

施策の方向１ 見守り活動の充実  
  取組１ 地域住民による見守り活動の充実 

地域での支え合いが展開されてい

ると思う人の割合  
36.2％ － － 40.0％ 

避難行動要支援者名簿の同意者の割合  57.3％ 60.0％ 62.5％ 65.0％ 

 取組２ 民間事業者との地域見守り協定の締結 

地域見守り協定締結事業者数  65 団体 67 団体 70 団体 73 団体 

施策の方向２ 地域における居場所づくり  
  取組１ 地域住民が主体となった居場所づくりの支援 

地域住民が主体となった居場所の

箇所数 
230 箇所 235 箇所 240 箇所 245 箇所 

 取組２ 地域住民が集える通いの場の開催 

地域の人とつながりを持てる場や交流

をする機会があると思う人の割合  
41.1％ － － 45.0％ 

各地区の地域福祉推進委員会が実

施する各種事業の開催数 
2,093 回 2,100 回 2,200 回 2,300 回 

 取組３ 誰もが活躍できる場や機会の創出 

老人保養施設等利用助成券の利用件数 22,266 件 29,960 件 30,210 件 30,540 件 

老人憩の家の利用者数 132,460 人 144,000 人 145,000 人 146,000 人 

施策の方向３ 地域で支え合う人づくり 
  取組１ ゆるやかな見守り活動や居場所づくりに携わる人の支援 

地域での支え合い活動について、見守

りを実施したいと思う人の割合  
36.0％ － － 50.0％ 

子育てアドバイザー登録者数 370 人 300 人 300 人 300 人 

 取組２ 地域で支え合う仕組みづくりの支援 

地域ボランティア養成講座の開催

地区 
４地区 ３地区 ４地区 ４地区 

ボランティアセンターにおける登

録団体加入者数  
4,600 人 4,700 人 4,800 人 4,900 人 

シルバー人材センター会員数 1,060 人 1,180 人 1,200 人 1,220 人 



         見守り、つながり、支え合い、一人一人が尊重される地域づくり 
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進捗管理項目 
現状値 計画目標値 

R 元 

(2019)年度 

R3 

(2021)年度 

R４ 

(2022)年度 

Ｒ５ 

(2023)年度 

進捗管理項目 
現状値 計画目標値 

R 元 

(2019)年度 

R3 

(2021)年度 

R４ 

(2022)年度 

Ｒ５ 

(2023)年度 

施策の方向４ 老いること・障がいがあること等に対する理解の促進  
  取組１ 理解を広めるための普及活動の実施 

地域の障がい者に対する理解があ

ると思う人の割合  
50.9％ － － 55.0％ 

ヘルプカードや啓発チラシの配布

枚数 
3,664 枚 4,000 枚 4,000 枚 4,000 枚 

差別解消に関する研修会参加者数 100 人 100 人 100 人 100 人 

 取組２ 理解を深めるための啓発活動の実施 

認知症サポーター数  15,404人 16,000 人 16,500 人 17,500 人 

地域版チームオレンジの結成数 － ２チーム ３チーム ４チーム 

認知症普及交流イベント（オレンジ

フェスタ）の参加人数  
－ 150 人 200 人 250 人 

施策の方向５ 権利擁護の推進  
  取組１ 権利擁護に関する相談窓口の充実 

権利擁護支援センターの相談受付件数 89 件 600 件 660 件 700 件 

 取組２ 高齢者、障がい者、子どもなどの虐待防止 

人権が侵害されたと感じたことが

ある人の割合  
19.6％ － － 17.0％ 

子どもの虐待防止のための周知啓

発事業 
― ２回 ２回 ２回 

 取組３ 成年後見制度の理解促進 

法人後見を受任できる社会福祉法人数 １法人 ２法人 ３法人 ５法人 

施策の方向６ 社会参加できる地域づくり（再犯防止推進計画） 
  取組１ 様々な課題を抱えた支援を必要とする人の自立支援 

自立相談支援事業の新規相談件数 332 件 340 件 350 件 360 件 

就労準備支援事業の利用者数 9 件 310 件 330 件 360 件 

生活困窮者世帯の子どもを対象と

した学習支援の参加者数 
15 人 20 人 25 人 30 人 

 取組２ 住み慣れた地域で暮らすための安心・安全・快適な生活環境の整備 

高齢者施策に関して、交通手段の整

備を望む高齢者の割合  
36.6％ － － 33.0％ 

 取組３ 関係機関と連携した再犯防止対策への取組 

厚木警察署管内の再犯者率  52.2％ 
（2018 年） 

50.0％ 48.0％ 46.0％ 

社会を明るくする運動の参加者数 764 人 850 人 900 人 950 人 



地域福祉計画                                
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進捗管理項目 
現状値 計画目標値 

R 元 

(2019)年度 

R3 

(2021)年度 

R４ 

(2022)年度 

Ｒ５ 

(2023)年度 

施策の方向７ 包括的な相談支援体制の充実 
  取組１ 課題解決に向けた相談支援体制づくり 

地域包括支援センターにおける総

合相談件数  
42,307 件 42,500 件 43,000 件 43,500 件 

地域福祉コーディネーターの活動件数 1,752 件 2,100 件 2,300 件 2,500 件 

地域ケア会議の開催数 44 回 20 回 30 回 40 回 

多職種研修の参加人数 578 人 400 人 400 人 400 人 

 取組２ 多職種(医療・介護・福祉）の連携強化を始め、様々な業種の協働の推進 

介護職の人材確保支援を受けて市内事業

所（介護施設）に就労した人数  
20 人 28 人 32 人 36 人 

在宅（自宅、老人ホーム）での看取り率 
24.4％ 

（2016 年） 

25.5％ 26.0％ 26.5％ 



          

  

 


